
長期経営ビジョンと
中期経営計画

価値創造ストーリー 財務戦略 サステナビリティ
非財務資本の強化

サステナビリティ
環境と社会

サステナビリティ
ガバナンス

業績・会社情報経営陣からの
メッセージ

朝日インテックグループ統合報告書2025 128

コンプライアンス7-5

基本方針および行動指針
当社グループの企業理念にある「Only One」技術や「Number 

One」製品の発信を通じた社会貢献を長期にわたって持続的に

実現するため、当社は、法令その他のルールの遵守に対するお客

様、取引先、開発パートナー、従業員および株主を含めた全ての

ステークホルダーならびに社会からの信頼が不可欠と考えてい

ます。このことは、企業行動憲章の「国の内外を問わず、全ての法

律、国際ルールおよびその精神を遵守するとともに、社会的良識

をもって行動する」という宣言に示されています。

推進体制
取締役管理本部長の下、法務部門、総務部門および人事部門

が、法令情報の把握、業務への影響の検討、影響に応じた社内規

程、開示事項および業務手順への反映を行い、全社への周知・教

育を実施しています。

内部通報制度
当社グループでは、法令、定款、企業行動憲章および社内規程に

違反する行為、ならびにハラスメント等の不適切な行為を早期に

発見し、是正・再発防止につなげるため「ASAHI グループ・コン

プライアンスホットライン」を設置しています。本制度は、当社グ

ループが事業を展開するグローバル全体を対象としており、全て

の従業員が安心して利用できる環境の整備に努めています。

通報・相談窓口としては、従来の社内窓口に加え、独立性・中立性

を確保するための弁護士による社外窓口を設置しており、いずれ

の窓口からでも通報・相談が可能です。通報者の氏名や特定につ

ながる情報は、本人の同意または正当な理由がない限り開示さ

れず、通報者に不利益が生じないよう通報者保護の徹底を図っ

ています。

通報内容の調査・対応は、内部通報規程に基づき、管理本部長、

人事本部長、法務部長、内部監査室長など複数のメンバーによ

るコンプライアンス委員会が主導して実施します。調査にあたっ

ては、通報者や関係者に不利益が及ばないよう最大限の配慮を

行った上で、公正かつ迅速に事実確認を進めます。その結果、違

反が明らかになった場合には、是正措置および再発防止策を適

切に検討・実行します。

通報対象が取締役または執行役員に関わる事案については、社

外取締役や監査等委員である取締役の関与のもとで対応を行

い、意思決定プロセスの透明性の確保に努めます。

また、本制度を通じて寄せられた通報情報は、内容の重要性に応

じて、当社監査等委員である取締役へ報告がなされるとともに、

重要な事案については取締役へ必要な都度報告を行い、経営レ

ベルでの監督とガバナンスの強化を図っています。

また、海外拠点を含めた当社の子会社・支店等においても各相

談・通報窓口を設置し、各国・地域の法規制に則した運用を行う

ことで、グローバルに統一されたコンプライアンス水準の確保に

取り組んでいます。加えて、監査等委員である取締役によるモニタ

リングを継続的に実施し、内部通報制度の実効性向上を図って

います。

コンプライアンス教育
新卒・中途入社社員に対し、個人情報、企業秘密およびインサイ

ダー取引規制の遵守のための研修を実施しています。加えて、契

約基礎、下請法・販売関連法令、債権回収および秘密保持契約

などの個別テーマについて、業務関係者を対象として研修を実施

しています。海外においても、EU 競争法および医療関係者への

支払いのルールなどの特に注意すべき個別テーマについて、業務

関係者を対象として集合研修を実施しています。また全社員に対

し、契約の基礎的知識や契約締結までの手続きについてや、イン

サイダー取引規制の遵守、統制に関する説明を行うE-Learning

コンテンツを配信しています。2025年6月期においては、当社

および日本子会社の従業員に対して「ビジネスと人権」に関する

E-Learning研修を実施しました。

医療従事者との適切な関係
医療機器業公正取引規約および国家公務員倫理規程などの関

係法規に準拠し基準を明確化した医療機関などへの支払いに関

朝日インテック株式会社は、以下の10原則に基
づき、国の内外を問わず、全ての法律、国際ルール
及びその精神を遵守するとともに、社会的良識を
もって行動する。私たちは、公正な競争を通じて
利潤を追求するという経済主体であると同時に、
広く社会にとって有用な存在であるよう努める。

１．製品安全の確保、環境保全及び個人情報・顧
客情報の保護に十分配慮しつつ、社会的に有
用な製品・サービスを開発・提供し、顧客な
どの満足と信頼を獲得し、もって国民生活の
向上および経済・社会の発展に貢献する。

２．環境問題への取り組みは、人類共通の課題で
あり、企業の存在と活動に必須であることを
認識し、地球環境問題、資源のリサイクルな
どの幅広い視野に立ち、事業活動全般にわた
り自主的・積極的に行動する。

３．株主をはじめ、社会と広くコミュニケーション
を行い、企業情報を積極的かつ公正に開示する。

４．従業員のゆとりと豊かさを実現し、安全で働
きやすい環境を確保するとともに、従業員の
多様性、人格、個性を尊重する。

５．良き企業市民として、積極的に地域社会活動
などを支援する。

６．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会
的勢力および団体とは断固として対決する。

７．国際的な事業活動にあたっては、国際ルール
及び現地の法律並びにそれらの精神を遵守す
るとともに、その国の文化や慣習を尊重し、
現地の発展に貢献する。

８．政治・行政との健全かつ正常な関係を保つ。
９．関係法令を厳格に遵守し、社会的規範にもと

ることのない、誠実な企業活動を遂行し、公
正、透明、自由な取引と競争を行う。

10．経営トップは、本憲章の精神の実現のため、
率先垂範して関係者への周知徹底と社内体制
の整備を行うとともに、本憲章に反する事態
が発生したときには、自ら問題解決にあたり、
迅速かつ的確な情報公開を行い、再発防止に
努め、厳正な処分を行う。

企業行動憲章
我々は、医療及び産業機器の分野に

おいて、安全と信頼を基盤とする

「Only One」技術や「Number One」
製品を世界に発信し続けることにより、

全てのお客様の「夢」を実現するとと

もに、広く社会に貢献することを目指し

ます。

１．「技術の開発」はわが社の生命であり
　　　新しい技術、商品の開発に挑戦する

２．「顧客第一」をわが社の心として
　　　最高の商品、サービスを提供する

３．「業績の追求」こそわが社の魂であり
　　　企業の繁栄と個人の幸福を追求する

企 業 理 念

企業行動憲章
企 業 理 念
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する内規を制定し、医療関係者等への各支払いにつき内規適合

性を法務部門で事前にチェックしています。また、一般社団法人 

日本医療機器産業連合会の「医療機器業界における医療機関等

との透明性ガイドライン」に従い、医療関係者等への支払いを公

開しています。欧州においてはMedTech Europe Codeに加盟

し、当該機関の倫理基準を遵守した販売活動を実施しており、ま

た医療関係組織等への教育助成金の支払い情報を公開してい

ます。その他海外においても、医療関係者等への支払いにつき、 

Mecomed Code of Ethical Business Practice, Apac-

Med Code of Ethical Conduct for Interactions with 

Health Care ProfessionalsおよびAdvaMed Code of 

Ethics on Interactions with Health Care Professionals

等の業界ルールに準じた対応を行っており、米国Physician 

Payments Sunshine Act およびフランスBertrand 法に従

い公開しています。

国内外関係会社のモニタリング
当社の取締役または社員を子会社の取締役として派遣し、法令

その他のルールの遵守を徹底するとともに、法令定款違反その

他のコンプライアンスに関する重要な事項および紛争・行政処分

の有無および内容について、毎月、各子会社取締役より当社取締

役管理本部長に報告しています。また計画的な監査等委員であ

る取締役による子会社往査および内部監査室による往査を計画

的に行っています。

人権の尊重① ハラスメント・差別防止
当社グループは、企業行動憲章において「従業員のゆとりと豊か

さを実現し、安全で働きやすい環境を確保すると共に、従業員の

多様性、人格、個性を尊重する」ことを掲げており、従業員一人一

人の人権を尊重し、差別やハラスメントの防止に努めています。

ハラスメント・差別は個人としての尊厳を不当に傷つける社会的

に許されない行為であると捉えており、その防止に努めています。

さらにハラスメントについては、社外専門家を招き役員および管

理職に対するハラスメント研修を実施し、全参加者より誓約書を

取得しており、発覚した場合は懲戒取扱規程に従い処分するこ

ととしています。また、ハラスメント全般の相談窓口として、利用者

にとってより分かりやすい相談窓口体制とするため、2022年6月

1日より人事部門に設置されていた相談窓口を内部通報窓口で

あるASAHI グループ・コンプライアンスホットラインに集約しま

した。

人権の尊重② 強制労働・児童労働の防止
当社グループは、企業行動憲章において「国際的な事業活動にあ

たっては、国際ルールおよび現地の法律ならびにそれらの精神を

遵守するとともに、その国の文化や慣習を尊重し、現地の発展に

貢献する」ことを掲げており、強制労働・児童労働の防止等、人権

に配慮した事業活動に取り組んでいます。

当社グループは2022年6月期から主要取引先様に対して、従来

から実施しているサプライヤーアンケートに法令・社会規範の遵

守に関する項目を追加するなど、企業活動全体として強制労働・

児童労働の防止等の人権に配慮した取り組みを行っています。

人権の尊重③ 人権方針の制定
当社グループは、2023年5月に「朝日インテックグループ人権方

針」を取締役会の承認を経て制定しました。この方針は、朝日イ

ンテックグループが事業活動において人権を尊重し、社会にお

ける責任を果たすために制定されました。国連の「ビジネスと人

権に関する指導原則」を支持・尊重し、人の生命や安全に関わる

企業として、現代奴隷の禁止、差別・ハラスメントの防止、従業員

の労働条件の適切な管理、労働安全衛生、環境規制物質・有害

物質に関わる法令遵守、臨床試験における被験者の権利保護な

ど、取り組むべき重要な人権課題を掲げ、その調査や予防に努め

ています。2025年6月期には、人権、環境、腐敗防止を含めたサ

プライヤーへのお願い事項を公表し、取引先に対しても人権の尊

重を求めています。また、人権方針に則り、上記の諸課題につき

人権デュー・ディリジェンス（人権に対する負の影響を把握し、防

止・軽減するための取り組み）の実施を開始しています。

「朝日インテックグループ人権方針」「サプライヤーへのお願い」

の詳細は当社ホームページをご参照ください。

朝日インテックグループ人権方針／サプライヤーさまへのお願い

https://www.asahi-intecc.co.jp/esg/supplier-request
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反社会的勢力への対応
当社グループは、企業行動憲章の中で法令遵守を活動の基本と

する旨を明記しています。この行動憲章に従い、社会の秩序や安

全に脅威を与える反社会的勢力とは一切関係を持たないことを

基本方針としており、全ての役員および従業員に対し周知徹底を

図っています。その一環として、国内につきましては原則として、全

ての新規の取引先様との契約書に反社会的勢力排除に関する条

項を盛り込み、かねてから取引のある取引先様とは適宜反社会

的勢力の排除覚書を締結するなどの措置を講じています。また、

反社会的勢力への対応としては、法務部門が統括して情報収集

に努めるとともに、必要に応じて弁護士や警察などへの専門家に

相談し、総務部門と連携し毅然とした態度で、適切な処置を取る

こととしています。

腐敗防止
当社グループは、2024年5月に「朝日インテックグループ贈収賄

防止指針」を取締役会の承認を経て制定しました。この方針は、

企業活動が全世界的に展開される中、各国法令を遵守し、公正、

透明、自由な取引と競争を行うために制定されました。この方針

を実践するため、贈収賄禁止は当然のこととして、公務員および

準公務員への依頼や契約において所属先の許可を取得するなど

不適正な支払いが発生しないよう調査・確認しています。また、当

社品の海外特約店に対して贈収賄禁止の誓約を取得しています。

「朝日インテックグループ贈収賄防止指針」の詳細は当社ホーム

ページをご参照ください。

朝日インテックグループ贈収賄防止指針

https://www.asahi-intecc.co.jp/esg/anti-bribery-policy



